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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第91期
第２四半期
連結累計期間

第92期
第２四半期
連結累計期間

第91期
第２四半期
連結会計期間

第92期
第２四半期
連結会計期間

第91期

会計期間

自　平成20年　
４月１日

至　平成20年９
月30日

自　平成21年４
月１日

至　平成21年９
月30日

自　平成20年　
７月１日

至　平成20年９
月30日

自　平成21年７
月１日

至　平成21年９
月30日

自　平成20年４
月１日

至　平成21年３
月31日

売上高 (百万円) 71,930 84,980 41,907 46,773 162,963

経常利益 (百万円) 5,695 8,281 3,991 4,859 13,657

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,113 4,430 2,311 2,631 7,798

純資産額 (百万円) ― ― 33,945 42,390 38,473

総資産額 (百万円) ― ― 112,230119,479127,393

１株当たり純資産額 (円) ― ― 414.34 515.42 469.42

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 39.69 56.48 29.47 33.55 99.42

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 29.0 33.8 28.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,850 4,280 ― ― 2,452

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,101 △1,721 ― ― △3,178

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,372 △7,663 ― ― 4,959

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 5,600 5,351 10,455

従業員数 (名) ― ― 6,607 6,642 6,517

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。

４　第92期から、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号）を適用しております。
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２ 【事業の内容】

当社グループの主たる事業内容は建設事業であり、当社、子会社15社（うち連結子会社12社）及び関連会

社２社（うち持分法適用関連会社１社）によって構成されております。当社グループは、新日本製鐵(株)及

びその関係会社の事務所・工場等の建設及び機械、電気設備、計測制御システムの設計・製作・据付並びに

運転・整備等を行うと共に、他の得意先に対しては同様な事業のほか、建築・土木工事の調査・企画・施工

・監理等を行っております。

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
　
当社グループ等の状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

　

　

（注）１　太平舗道（株）は、平成21年８月31日付で清算を結了しております。

 ２　（株）響エコサイトは、平成21年９月30日付けで解散し、平成22年３月を目処に清算する予定であります。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 6,642

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 5,037

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
　
(1)受注実績
　

事業の種類別セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

(百万円)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

(百万円)

比較増減(△)
(百万円)

増減率(△)
(％)

建設事業 39,556 32,926 △6,629 △16.8

製品販売等 ― ― ― ―

合計 39,556 32,926 △6,629 △16.8

(注) １　建設事業以外の受注高については、当社グループ各社の受注概念が異なるため記載しておりません。
２　金額には消費税等を含んでおりません。

　
(2) 売上実績
　

事業の種類別セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

(百万円)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

(百万円)

比較増減(△)
(百万円)

増減率(△)
(％)

建設事業 38,812 44,383 5,570 14.4

製品販売等 3,094 2,389 △704 △22.8

合計 41,907 46,773 4,865 11.6

(注) １　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前第２四半期連結会計期間

　  新日本製鐵（株） 24,204百万円 57.8％

　　当第２四半期連結会計期間

　  新日本製鐵（株） 29,936百万円 64.0％

３　金額には消費税等を含んでおりません。
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

　

①　受注高、売上高、繰越高
　

期別 区分
期首
繰越高
(百万円)

期中
受注高
(百万円)

計
(百万円)

期中
売上高
(百万円)

期末
繰越高
(百万円)

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

建設事業

機電エンジニアリング 19,744 40,231 59,975 28,881 31,093

土木 12,932 8,713 21,646 9,848 11,797

建築 11,111 13,024 24,135 7,596 16,538

作業請負 13 12,505 12,519 12,501 18

小計 43,801 74,475118,27758,828 59,448

製品販売等 ― 4,862 4,862 4,862 ―

合計 43,801 79,338123,13963,691 59,448

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

建設事業

機電エンジニアリング 26,379 34,402 60,782 38,867 21,914

土木 7,990 8,417 16,408 8,525 7,883

建築 14,476 9,443 23,920 13,773 10,146

作業請負 33 11,093 11,126 11,114 12

小計 48,880 63,357112,23872,280 39,957

製品販売等 ― 3,721 3,721 3,721 ―

合計 48,880 67,079115,95976,002 39,957

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

建設事業

機電エンジニアリング 19,744 73,401 93,145 66,766 26,379

土木 12,932 16,742 29,674 21,684 7,990

建築 11,111 25,251 36,362 21,885 14,476

作業請負 13 25,139 25,153 25,120 33

小計 43,801140,535184,337135,45648,880

製品販売等 ― 8,948 8,948 8,948 ―

合計 43,801149,483193,285144,40448,880

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注高にその増減額を含めて

おります。したがって期中売上高にもかかる増減額が含まれております。

２　期末繰越高は、(期首繰越高＋期中受注高－期中売上高)であります。

３　金額には消費税等を含んでおりません。

　

②　受注高
　

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

建設事業

機電エンジニアリング 0 20,087 20,087

土木 247 3,304 3,551

建築 ― 5,526 5,526

作業請負 ― 6,418 6,418

計 248 35,336 35,584

製品販売等 ― 2,504 2,504

合計 248 37,841 38,089

当第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

建設事業

機電エンジニアリング 69 15,428 15,498

土木 ― 4,544 4,544

建築 ― 3,990 3,990

作業請負 ― 5,780 5,780

計 69 29,745 29,814

製品販売等 ― 2,072 2,072

合計 69 31,817 31,886

(注)　金額には消費税等を含んでおりません。
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③　売上高
　

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

建設事業

機電エンジニアリング 0 16,158 16,158

土木 3,144 4,749 7,894

建築 ― 4,937 4,937

作業請負 ― 6,428 6,428

計 3,145 32,273 35,418

製品販売等 ― 2,504 2,504

合計 3,145 34,777 37,923

当第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

建設事業

機電エンジニアリング 69 20,274 20,343

土木 ― 5,674 5,674

建築 ― 7,976 7,976

作業請負 ― 5,877 5,877

計 69 39,803 39,872

製品販売等 ― 2,072 2,072

合計 69 41,875 41,944

(注)  １　完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

前第２四半期会計期間　請負金額１億円以上の主なもの

新日本製鐵（株） 　 君津製鐵所特殊鋼棒線能力増強工事

新日本製鐵（株） 　 八幡製鐵所給水用鋳鉄管更新水道工事

新日鉄エンジニアリング（株）　 新日本製鐵大分製鐵所コークス乾式冷却設備電気計装工事

合同製鐵（株） 　 姫路製造所本事務所建替工事

愛知海運（株） 　 17号ヤード改修工事

　

当第２四半期会計期間　請負金額１億円以上の主なもの

新日本製鐵（株） 　 大分製鐵所１高炉改修工事

新日本製鐵（株） 　 広畑製鐵所電磁一貫体質強化工事

日本鋳鍛鋼（株） 　 ニュープレス工場建屋建築工事

中外炉工業（株） 　 新日本製鐵八幡製鐵所３号加熱炉燃料転換工事

（株）ダスキン 　 大阪中央工場増築工事

 ２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

　　 前第２四半期会計期間

　  新日本製鐵(株) 22,306百万円 58.8％

　　 当第２四半期会計期間

　  新日本製鐵(株) 27,379百万円 65.3％

 ３　金額には消費税等を含んでおりません。

　

④　繰越高(平成21年９月30日現在)
　

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

建設事業

機電エンジニアリング 1 21,913 21,914

土木 ― 7,883 7,883

建築 ― 10,146 10,146

作業請負 ― 12 12

計 1 39,955 39,957

製品販売等 ― ― ―

合計 1 39,955 39,957

(注) １　繰越工事のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりであります。

新日本製鐵（株） 　 大分製鐵所１高炉改修計装工事

新日本製鐵（株） 　 釜石製鐵所社宅建設工事

新日本製鐵（株） 　 名古屋製鐵所エネルギー２製鋼筋排水本管布設工事

日本鋳鍛鋼（株） 　 熱錬工場建屋延長工事

（株）シーケム 　 コークドラム更新工事

２　金額には消費税等を含んでおりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、在庫調整の一巡や政府の経済対策効果により、一部

業種を除き製品の生産量及び、アジア向けを中心とした輸出が増加する等、景気持ち直しの動きがみられ

たものの、民需による自立的な景気回復には至っておらず、雇用情勢は一段と悪化する等、厳しい状況が

続きました。当社グループの主要顧客先である鉄鋼業界におきましても、粗鋼生産が増加傾向となる等、

回復の兆しが見えたものの、依然として厳しい状況が続きました。

　このような環境のもと、当社グループは、徹底したコスト削減等の収益改善に取り組み、全社一丸となっ

て業績目標の達成に向け邁進した結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高46,773百万円（前年

同四半期比11.6％増）、営業利益4,914百万円（前年同四半期比20.0％増）、経常利益4,859百万円(前年

同四半期比21.7％増)、四半期純利益2,631百万円（前年同四半期比13.9％増）となりました。

　また、事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（建設事業）

　建設事業につきましては、前年度から繰越した鉄鋼関連の設備投資に係る大型プロジェクトの完成に加

え、売上高の計上基準を完成基準から進行基準へ変更したこと等により、売上高は44,383百万円（前年同

四半期比14.4％増）、営業利益は4,845百万円（前年同四半期比20.7％増）となりました。

（製品販売等）

　製品販売等につきましては、事業環境の悪化により、売上高、利益共に減少し、売上高は2,389百万円（前

年同四半期比22.8％減）、営業利益は68百万円（前年同四半期比14.9％減）となりました。

　

(2)当第２四半期連結会計期間末の資産・負債・純資産及び当第２四半期連結会計期間のキャッシュ・フ

ローの状況

当第２四半期連結会計期間末の連結総資産は、前連結会計年度末と比較して、売上債権は増加(1,797百

万円）したものの、未成工事支出金の減少(4,900百万円)及び現金預金の減少(5,105百万円)等により、前

連結会計年度末127,393百万円から7,914百万円減少し、119,479百万円となりました。

　負債は有利子負債の減少(6,696百万円)及び仕入債務の減少(4,896百万円)等により、前連結会計年度末

88,919百万円から11,831百万円減少し、77,088百万円となりました。

　純資産は、配当による941百万円の減少があったものの、四半期純利益4,430百万円等により、前連結会計

年度末38,473百万円から3,916百万円増加し、42,390百万円となりました。

　キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローの収入3,467百万円に加え、現

金及び現金同等物3,384百万円を取崩し、配当金の支払、借入金の返済及び設備投資を行いました。その結

果、当社グループの有利子負債残高は16,433百万円(前連結会計年度末比6,696百万円減少)となりまし

た。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(4)研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における研究開発費の総額は22百万円であります。

　

(5)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

今後の見通しといたしましては、経済対策による製品の生産・輸出の増加等に伴い景気持ち直しが期

待されるものの、企業収益及び設備投資の減少や雇用情勢の悪化が見込まれる等、依然として先行き不透

明であります。鉄鋼業界におきましても、粗鋼生産は回復基調にあるものの、景気対策の効果一巡後の反

動影響等の不安定要素があり、引き続き厳しい状況が予想されます。

　このような状況のもと、当社グループといたしましては、鉄鋼関連分野を中心とした事業運営を継続し

つつ、これまで培ってきた既存分野での競争力強化を図り、最重点課題として取り組んでおります安全・

品質管理活動を協力会社と一体となって推進してまいります。収益面についても、引き続き採算重視の徹

底とコスト削減努力により、厳しい事業環境下においても収益を確保できる磐石な経営基盤の構築を

図ってまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備の重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

計 144,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 78,465,11378,465,113
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　1,000株

計 78,465,11378,465,113― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年９月30日 ― 78,465 ― 5,468 ― 1,873
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(5) 【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区丸の内２－６－１ 27,990 35.67

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 3,781 4.81

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 3,508 4.47

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海１－８－11 3,301 4.20

日鐵物流株式会社 東京都中央区新川１－23－４ 1,327 1.69

メロン　バンク　エヌエー　アズ　
エージェント　フォー　イッツ　
クライアント　メロン　オムニバ
ス　ユーエス　ペンション（常任
代理人株式会社みずほコーポ
レート銀行決済営業部）

米国・ボストン
（東京都中央区月島４－16－13）

1,217 1.55

アールビーシー　デクシア　イン
ベスター　サービス　バンク　ア
カウント　ディーユービー　ノン
　レジデント　ドメスティック　
レート（常任代理人スタンダー
ドチャータード銀行）

ルクセンブルク大公国・ルクセンブル
ク
（東京都千代田区永田町２－11－１）

1,165 1.48

有限会社泰成電機工業 長野県駒ヶ根市飯坂２－８－34 1,000 1.27

太平工業従業員持株会 東京都千代田区丸の内２－５－２ 950 1.21

資産管理サービス信託銀行株式
会社（年金信託口）

東京都中央区晴海１－８－12 862 1.09

計 ― 45,101 57.47

　 （注）日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）、資産管理サービス信託銀行株式会社（年金

信託口）の所有株式は、それぞれ各社が信託を受けているものであります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　26,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式78,366,000 78,366 同上

単元未満株式 普通株式　 73,113 ― 同上

発行済株式総数 78,465,113― ―

総株主の議決権 ― 78,366 ―

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式197株を含めて記載しております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

太平工業株式会社
（自己保有株式）

東京都千代田区丸の内
２－５－２

26,000 ― 26,000 0.0

計 ― 26,000 ― 26,000 0.0

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 354 383 324 308 325 295

最低(円) 220 279 294 254 280 266

(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累

計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平

成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　 (1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,373 10,478

受取手形・完成工事未収入金等 47,117 45,319

未成工事支出金 16,297 21,198

その他のたな卸資産 4,624 4,842

その他 4,099 3,918

貸倒引当金 △40 △39

流動資産合計 77,471 85,717

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 22,835 22,909

機械、運搬具及び工具器具備品 41,704 41,024

土地 16,867 16,869

その他 1,654 1,721

減価償却累計額 △49,860 △49,382

有形固定資産合計 33,202 33,142

無形固定資産 500 499

投資その他の資産

投資有価証券 1,985 1,751

その他 8,119 8,309

貸倒引当金 △1,799 △2,027

投資その他の資産合計 8,305 8,033

固定資産合計 42,007 41,676

資産合計 119,479 127,393
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 32,435 37,331

短期借入金 9,884 21,121

未払法人税等 3,706 3,563

未成工事受入金 1,472 1,916

賞与引当金 2,039 955

完成工事補償引当金 925 1,048

工事損失引当金 42 77

その他 4,432 5,099

流動負債合計 54,938 71,113

固定負債

長期借入金 6,172 1,516

退職給付引当金 11,952 12,212

役員退職慰労引当金 80 72

その他 3,944 4,005

固定負債合計 22,149 17,806

負債合計 77,088 88,919

純資産の部

株主資本

資本金 5,468 5,468

資本剰余金 1,873 1,873

利益剰余金 28,699 25,195

自己株式 △9 △9

株主資本合計 36,032 32,528

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 338 219

土地再評価差額金 4,057 4,072

評価・換算差額等合計 4,396 4,292

少数株主持分 1,961 1,652

純資産合計 42,390 38,473

負債純資産合計 119,479 127,393
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 71,930 84,980

売上原価 61,847 71,964

売上総利益 10,082 13,016

販売費及び一般管理費 ※１
 4,342

※１
 4,596

営業利益 5,740 8,420

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 31 13

受取補償金 ※２
 120

※２
 10

雑収入 93 64

営業外収益合計 247 90

営業外費用

支払利息 145 142

売上債権売却損 68 56

雑支出 77 30

営業外費用合計 292 228

経常利益 5,695 8,281

特別利益

貸倒引当金戻入額 44 31

事業譲渡益 ※３
 36 －

関係会社清算益 － 72

その他 4 10

特別利益合計 85 114

特別損失

固定資産除却損 － 132

減損損失 － 70

たな卸資産評価損 310 －

その他 79 8

特別損失合計 390 210

税金等調整前四半期純利益 5,391 8,185

法人税、住民税及び事業税 1,313 3,612

法人税等調整額 817 △154

法人税等合計 2,130 3,457

少数株主利益 146 298

四半期純利益 3,113 4,430
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 41,907 46,773

売上原価 35,663 39,421

売上総利益 6,244 7,352

販売費及び一般管理費 ※
 2,147

※
 2,437

営業利益 4,097 4,914

営業外収益

受取利息 1 1

受取配当金 2 1

持分法による投資利益 22 12

雑収入 37 32

営業外収益合計 64 47

営業外費用

支払利息 73 60

売上債権売却損 38 27

雑支出 58 15

営業外費用合計 170 103

経常利益 3,991 4,859

特別利益

貸倒引当金戻入額 38 12

関係会社清算益 － 72

その他 3 9

特別利益合計 41 94

特別損失

固定資産除却損 17 126

減損損失 － 64

関係会社株式売却損 24 －

その他 17 7

特別損失合計 59 198

税金等調整前四半期純利益 3,973 4,755

法人税、住民税及び事業税 1,081 2,306

法人税等調整額 482 △363

法人税等合計 1,564 1,943

少数株主利益 98 179

四半期純利益 2,311 2,631
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 5,391 8,185

減価償却費 1,362 1,425

減損損失 － 70

貸倒引当金の増減額（△は減少） △98 △204

賞与引当金の増減額（△は減少） 467 1,084

退職給付引当金の増減額（△は減少） △241 △260

工事損失引当金の増減額（△は減少） △797 △35

受取利息及び受取配当金 △33 △15

支払利息 145 142

売上債権の増減額（△は増加） 1,313 △1,797

未成工事支出金の増減額（△は増加） △4,752 4,900

たな卸資産の増減額（△は増加） 190 217

仕入債務の増減額（△は減少） 1,368 △4,896

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,276 △444

その他 △1,224 △464

小計 4,368 7,908

利息及び配当金の受取額 35 15

利息の支払額 △145 △174

法人税等の支払額 △407 △3,469

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,850 4,280

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △9 △6

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 10 －

有形固定資産の取得による支出 △1,691 △1,707

有形固定資産の売却による収入 35 13

その他 553 △20

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,101 △1,721

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,301 △4,550

長期借入れによる収入 － 5,300

長期借入金の返済による支出 △1,225 △7,330

配当金の支払額 △704 △939

少数株主への配当金の支払額 △5 △8

その他 △134 △134

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,372 △7,663

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △622 △5,104

現金及び現金同等物の期首残高 6,223 10,455

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,600

※
 5,351
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

　１．連結の範囲に関する事項の変更

 (1) 連結範囲の変更

当第２四半期連結会計期間より清算が結了したため１社を連結の範囲から除外しております。

 

 (2) 変更後の連結子会社の数

 12社

 

　２．会計処理基準に関する事項の変更

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事にかかる収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計

期間から「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第18号)が適用されたことに伴い、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から当第２四

半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性の認められる工事については工事進行基準(工事の進捗

度の見積は原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　なお、平成21年３月31日以前に着工した工事契約は工事完成基準を引き続き適用しております。

　これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第２四半期連結累計期間にかかる売上高は6,700百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が、それぞれ889百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

　

【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

 (四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間において特別損失の「その他」に含めていた「固定資産除却損」(28百万円)は、特別損

失総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしております。

　

【簡便な会計処理】
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

　該当事項はありません。

　

【追加情報】
　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

 

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

１　※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。

　　従業員給料手当 1,772百万円

　　賞与引当金繰入額 224百万円

　　退職給付費用 95百万円

　　役員退職引当金繰入額 13百万円

１　※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。

　　従業員給料手当 1,701百万円

　　賞与引当金繰入額 315百万円

　　退職給付費用 116百万円

　　役員退職引当金繰入額 16百万円

　　貸倒引当金繰入額 4百万円

２　※２　設備補償に係るものであります。 ２　※２　設備補償に係るものであります。

３　※３　保険代理店事業譲渡益に係るものであります。
―――

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

１　※　　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。

　　従業員給料手当 857百万円

　　賞与引当金繰入額 107百万円

　　退職給付費用 46百万円

　　役員退職引当金繰入額 8百万円

１　※　　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。

　　従業員給料手当 824百万円

　　賞与引当金繰入額 230百万円

　　退職給付費用 58百万円

　　役員退職引当金繰入額 9百万円

　　貸倒引当金繰入額 4百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

１　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 5,623百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△23百万円

現金及び現金同等物 5,600百万円

１　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 5,373百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△22百万円

現金及び現金同等物 5,351百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日)

　

１.　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式　 78,465,113株

　

２.　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式 26,197株

　

３.　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４.　配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 941 12平成21年３月31日 平成21年６月29日

　

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

　
建設事業
(百万円)

製品販売等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

38,812 3,094 41,907 ― 41,907

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4 532 536 (536) ―

計 38,817 3,626 42,444 (536) 41,907

営業利益 4,016 80 4,097 ― 4,097

(注) １　事業区分の方法

　 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業  ：機械・電気設備及び計測制御システムの設計・製作・据付並びに運転・整備及び建築・土木工

事の設計・施工・監理等

　 製品販売等：製品・商品販売及び不動産事業

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)
　

　
建設事業
(百万円)

製品販売等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

44,383 2,389 46,773 ― 46,773

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

3 461 464 (464) ―

計 44,386 2,851 47,238 (464) 46,773

営業利益 4,845 68 4,914 ― 4,914

(注) １　事業区分の方法

　 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業  ：機械・電気設備及び計測制御システムの設計・製作・据付並びに運転・整備及び建築・土木工

事の設計・施工・監理等

　 製品販売等：製品・商品販売及び不動産事業
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
建設事業
(百万円)

製品販売等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

65,997 5,932 71,930 ― 71,930

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

8 1,064 1,073 (1,073) ―

計 66,006 6,997 73,003(1,073)71,930

営業利益 5,657 82 5,740 ― 5,740

(注) １　事業区分の方法

　 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業  ：機械・電気設備及び計測制御システムの設計・製作・据付並びに運転・整備及び建築・土木工

事の設計・施工・監理等

　 製品販売等：製品・商品販売及び不動産事業

３　会計処理基準等の変更

  「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を第１四半期連結累計期間から適用し、評

価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、製品販売等の営業利益が25百万円減少しております。なお、建設

事業に与える影響はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　
建設事業
(百万円)

製品販売等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

80,473 4,506 84,980 ― 84,980

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4 917 921 (921) ―

計 80,478 5,424 85,902 (921) 84,980

営業利益 8,323 96 8,420 ― 8,420

(注) １　事業区分の方法

　 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業  ：機械・電気設備及び計測制御システムの設計・製作・据付並びに運転・整備及び建築・土木工

事の設計・施工・監理等

　 製品販売等：製品・商品販売及び不動産事業

３　会計処理基準等の変更

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号）を適用しております。この変更に伴い、従

来の方法によった場合に比べて、建設事業の売上高は6,700百万円増加し、営業利益が889百万円増加しており

ます。なお、製品販売等に与える影響はありません。
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【所在地別セグメント情報】

　

　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計

期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９

月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略してお

ります。

　

【海外売上高】

　

　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計

期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９

月30日）

　海外売上高の割合がいずれも連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略しております。

　

(有価証券関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　

(デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　

(１株当たり情報)

　

　　 １.　１株当たり純資産額
当第２四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)
前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

515.42円 469.42円

　

　 (注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 42,390 38,473

普通株式に係る純資産額(百万円) 40,428 36,821

差額の主な内訳(百万円)
　少数株主持分 1,961 1,652

普通株式の発行済株式数（千株） 78,465 78,465

普通株式の自己株式数（千株） 26 25

１株当たり純資産額の算定に用いられた
四半期連結会計期間末(連結会計年度末)
の普通株式の数（千株）

78,438 78,439
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　　２.  １株当たり四半期純利益

　

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　　39.69円 １株当たり四半期純利益　　　 　　　　　 　56.48円

　

　 (注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

四半期純利益(百万円) 3,113 4,430

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,113 4,430

普通株式の期中平均株式数(千株) 78,443 78,439

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　　29.47円 １株当たり四半期純利益　　　 　　　　　 　33.55円

　

　 (注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

四半期純利益(百万円) 2,311 2,631

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,311 2,631

普通株式の期中平均株式数(千株) 78,443 78,438

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平20年11月11日

太平工業株式会社

取締役会  御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　望　 月 　正 　芳　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　櫻 　井 　紀 　彰　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平工業株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２（１）に記載されているとおり、

第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用しているため、当該会計基準によ

り四半期連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月６日

太平工業株式会社

取締役会  御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　
公認会計士　  二 ノ 宮　 隆　雄 　 印
 

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    櫻　 井　 紀　 彰    印

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平工業株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、第１四半

期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」を適用しているため、当該会計基準により四半期連結財

務諸表を作成している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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